
 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還・移住等環境整備事業計画 

帰還・移住等環境整備事業等個票 

令和３年４月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 209 事 業

名 

被災地域農業復興総合支援事業（育苗施設整備） 

浪江町 

事業番号 (5)-43-46 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（間接） 

総交付対象事業費 15,138（千円） 全体事業費 794,275（千円） 

帰還・移住等整備に関する目標 

＜現状＞ 

浪江町では、震災前約 1,250ha の水稲作付が行われていた（帰還困難区域を除くと約 1,000ha）が、東

日本大震災及び原発事故により長期避難を強いられた。平成 29 年の避難指示の一部解除以降、水稲作付面

積は徐々に増えているが令和 2 年の水稲作付は約 90ha にとどまっている。 
 震災前 1,037 世帯あった農業者だが、除染作業に伴う解体により住宅はもとより、農業用施設・農業用機

械の処分とともに営農意欲が低下し、現在の帰還者は８％程度である。その中で営農再開している農業者は

わずか 17 世帯であり、農業者の多くが避難先から通勤して農地の保全管理作業に取組み営農再開に向けた

準備を進めている状況である。 
＜農業復興の方向性＞ 
平成 29 年 3 月 31 日に避難指示が一部解除された町内 14 地区において、営農再開に向けた座談会と意

向調査を実施した中で、130 世帯ほどの農業者に営農再開の意向が確認できたが、農業機械・農業施設を除

染にともない廃棄をしており、いずれの地区においても営農再開の前提条件として農地・水利の復旧ととも

に、農業機械・農業施設の整備を望む声が強い。 
 そこで、水稲再生を図るために必要な施設として、乾燥調製貯蔵施設と併せて水稲育苗施設を整備するこ

とにより、農業者の設備投資にかかる負担を軽減し、収益の向上を図ることで町民の帰還及び営農再開を促

進させるとともに意欲ある農業者の確保及び地域農業の再建を図る。また、水稲育苗後に、タマネギの育苗

施設として有効に活用し、相双地域振興品目であるタマネギの振興及び規模拡大を推進することで、地域農

業の復興を目指す。 
事業概要 

＜本事業で施設を整備する理由＞ 

 農業復興を担う基幹施設として、育苗施設を整備し、町民の帰還と営農再開の加速化を図る。 

＜整備内容＞ 

・施設（設備）概要：機械棟 1 棟、緑化棟 1 棟、硬化ハウス 23 棟 
（敷地面積 18,100 ㎡、施設面積 7,536 ㎡） 

・付属機械機器（フォークリフト１台、ローラーコンベアー一式、苗箱並べ機１台） 
  フォークリフト、ローラーコンベアー：水稲、タマネギで使用する 
  箱並べ機：水稲で使用する 
・品  目：水稲・タマネギ 
・受益面積：水稲 300ha、タマネギ 15ha 
・処理能力：水稲 60,000 枚（面積換算 300ha（20 枚/10a））、タマネギ 7,950 枚（面積換算 15ha（53
枚/10a））  
＜市町村計画等＞ 
・「浪江町復興計画【第二次】－抜粋－」 
 農業関連施設等の整備・充実や農地の集約化（圃場整備）等により、畜産を含む営農の再開に向けた生産

基盤の整備と強化を図る。 



 

 
・「第二次浪江町農業再生プログラムー抜粋―」 
 これからの農業を進行するにあたり、農家単位での営農が難しくなった状況を踏まえ、水稲関連施設、花

や園芸作物の関連施設、畜産施設といった共同利用等施設の整備について、地域や生産者のニーズを勘案し

ながら検討を進めていく。 
当面の事業概要 

＜令和 3 年度＞ 
実施設計      15,138 千円 
 
＜令和 4 年度＞ 
建築工事     766,829 千円 
工事監理      5,401 千円 
施設関連機械整備費 6,535 千円 
工事雑費       372 千円 
計        794,275 千円 
地域の帰還・移住等整備との関係 

 当町の基幹産業は農業であり、地域が再生し復興するためには農業の再生・復興が必要不可欠である。 

本事業で育苗施設を整備し、農業者が営農再開に取組む意欲を向上させることによって住民の帰還を促進

させ、営農再開による町全体の農業振興ならびに地域再生を図る。 

 本事業を実施することにより、育苗施設での雇用者は浪江町から 6名程度を想定している。また、当施設

ではタマネギの育苗も実施することから、今後、作付面積の拡大に比例して、当施設の活用と雇用者数増加

が期待される。 

 

関連する事業の概要 

〇効果促進事業 第 35 回申請 

 敷地造成工事  110,894 千円 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 




